
税制改革提言のストーリー 2002年7月31日
社団法人経済同友会
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財政構造の見直し

2.国の財政、地方財政及び社会保障の一体となった改
革

3.プライマリーバランス回復の道筋

1.民間の経済活動を支える税制 3.グローバル化に対応した税制2.受益には応分の負担を求める税制
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